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グラフで見る東海経済

（2020年6月）

2020年6月26日

調査部 主任研究員 塚田 裕昭

中京銀行月例経済報告
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現状

新型コロナウイルス感染症の影響で悪化し
ており、厳しい状況にあるが、一部に下げ
止まりの兆しもみられる（↑）

 生産  減少している

 輸出  減少している

 設備投資  弱含んでいる　

 雇用  改善が一服している

 賃金  持ち直しの動きがみられる

 個人消費  減少している

 住宅投資  弱含んでいる　

 公共投資  増加している

（注）景気全般は、一部下げ止まりの兆しがあることから小幅上方修正

項目

 景気全般

今月の景気判断 ～新型コロナウイルス感染症の影響で悪化しており、厳しい状況にあるが、
一部に下げ止まりの兆しもみられる

【今月のポイント】

◼ 新型コロナウイルス感染症の影響で、4月、5月
の指標は総じて非常に厳しい水準にあるが、一
部に下げ止まりの兆しもみられる。

◼ 生産は輸送機械、汎用・生産用・業務用機械な
ど機械類を中心に減少している。目先はコロナ
影響で減少が続く見込み。

◼ 輸出は、アジア向け自動車部品、北米向け自
動車など自動車関連の落ち込みが大きい。

◼ 個人消費では、巣ごもり消費でスーパー、ドラッ
グストアが増加となる一方、百貨店は営業自粛
で大幅減。消費マインドは低水準ながら底入れ
の兆し。

◼ 住宅着工は愛知のマンションが増加。

◼ 裁判所業務縮小により倒産件数が急減。
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生産

4月の鉱工業生産（東海）は前月比－11.5％と大幅減少（前年比－20.5％）。特にウェイトの5割を占める

輸送機械の減少が目立つ。コロナ影響による海外需要減、工場の稼働日減もあり、目先は減少が続く
見込み。
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生産 （金属工作機械、トヨタ生産計画）

4月のトヨタ生産台数（弊社試算季節調整値）は23.5万台と前月から微減。5月の大幅減産を底にその後
は回復の計画。

金属工作機械受注は国内受注が大幅減となった。海外受注も大幅減が続くが中国は21ヶ月ぶりにプラ
スに。受注全体で前年比約5割減となっている。

10

15

20

25

30

35

70

80

90

100

110

120

130

17 18 19 20

トヨタ生産台数（実績 計画）

輸送機械 生産指数

トヨタ生産台数［右軸］

(年、月）

（2015年=100）

（注）トヨタ生産台数の季節調整は当社、輸送機械 生産指数は東海３県

（出所）中部経済新聞、中部産業局「鉱工業生産指数」

4月 トヨタ

実績23.5万台

5～8月の生産台数

は報道を元にした

推計値
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（注）トヨタ生産台数の季節調整は当社、輸送機械 生産指数は東海３県

（出所）中部経済新聞、中部産業局「鉱工業生産指数」
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輸出

5月の名目輸出額は前年比－43.6％と減少幅が拡大した。欧米の減少拡大に加え、ASEANも減少した。

4月の実質輸出指数（季節調整値）は前月比－26.1％と、全国を上回るペースの大幅減。
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企業景況感（日銀短観） ※以下は4/1公表の3月調査。6月調査は7/1公表予定

日銀短観3月の業況判断DIは全産業で－11ptと「悪い」超に。製造業はｰ17pt、非製造業は－2pt。
先行き（6月）については、全産業、製造業、非製造業、いずれも悪化が見込まれている。
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設備投資 ※以下は4/1公表の3月調査。6月調査は7/1公表予定

日銀短観3月調査では、19年度の設備投資見込は全産業で前年比＋5.0 ％へ下方修正。20年度につ
いては全産業同－0.4％（製造業－0.5％、非製造業－0.4）％といずれも減少する計画。
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個人消費（小売売上、自動車販売）

4月の小売販売額は前年比－4.0％と減少幅が拡大。緊急事態宣言下の活動自粛の影響で百貨店、家
電販売店などが減少した。一方、巣ごもり消費によりスーパー、ドラッグストアの売上は増加した。

新車販売は大幅減が続いている。
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個人消費（業態別）

4月は、スーパー、ドラッグストアは前年比で増加。家電販売が減少。

5月の百貨店販売は、緊急事態宣言下の営業自粛の影響で前年比－64.7％の大幅減。
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マインド・景況感

5月の消費者態度指数は24.0（前月差＋3.3％pt）と、緊急事態宣言の解除により改善したが水準は低
い。

5月の景気ウォッチャー調査（現状判断DI）は15.8（同＋6.8％pt）と、緊急事態宣言の解除により改善し
たが水準は低い。先行きについては厳しい状態が続くものの改善が見込まれる。
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賃金・雇用

3月の名目賃金指数は、前年比＋2.4％と前年比プラスが続いた。

一方、4月の求人倍率は低下が続く。1-3月期は就業者数が減少、失業率も上昇した。
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住宅投資

4月の住宅着工は季調 年率10.9万戸となった。原数値では前年比＋10.9％。分譲が増加した（愛知の
マンションが大幅増）。

0

2

4

6

8

10

12

14

16

17 18 19 20

新築住宅着工戸数（季調・年率）

4月

10.9万戸

(万戸）

(出所）建築着工統計よりMURC作成

(年、月）

-20

-10

0

10

20

30

17 18 19 20

新築着工（前年比）

持ち家 貸家 分譲 全体

4月

10.9％

(前年比、％）

（注）愛知、三重、岐阜、静岡の合計(出所）「建築着工統計」

(前年比、％）

(年、月）



12 Mitsubishi UFJ Research and Consulting 

LINE 本文ページ

倒産 公共投資

公共投資は増加トレンドが続く。裁判所業務縮小により倒産件数が急減。
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（注）東海＝愛知 岐阜 三重の3県。データは3ヶ月移動平均値。

（出所）保証事業会社協会、北海道建設業信用保証(株)、東日本建設業保証(株)、

西日本建設業保証(株)「公共工事前払金保証統計」
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